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「中国経済研究会」のお知らせ
2018年度第3回（通算第73回）の中国経済研究会は下記の通り開催しますので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 

時  間： 2018年7月24日(火) 16：30－18：00 

場  所：京都大学吉田校舎法経東館地下一階みずほホール
テーマ：「日本にいる高度外国人材の移民流出の意思決定について：
アジア・中国出身の労働者を対象に」
報告者：劉洋（独立行政法人　経済産業研究所研究員
　　　　　　　京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター外部研究員）
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第3火曜日に行いますが、講師の都合等により変更する場合があります。2016度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月17日（火）、 5月15日（火）、7月24日(火) 
後期：10月16日（火）、12月18（火）、1月15日（火） 

（この研究会に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
中国ニュース7.9-7.15

HEADLINES
米国が2千億ドル分の追加関税を発動
中国、アラブ諸国に200億ドルの融資を確約
北朝鮮からの輸入が88.7％減
中国が世界の革新力あるエコノミー上位20ヶ国入り
上半期、中国の新規外資系企業が前年同期比96.9％増加
小米が香港で上場
中国企業がドイツにリチウムバッテリー工場建設へ
上半期、中国の宅配便産業の業務量が220億件突破
中国家事代行サービス市場が続々拡大
上海市浦東が南北科学技術革新回廊を形成へ
米国が2千億ドル分の追加関税を発動
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【鳳凰網　7月15日】トランプ米政権は10日、追加で2000億ドル相当の中国製品に10％の関税を適用する方針を明らかにし、新たな対象品目リストを公表した。リストには食品やたばこ、石炭、化学品、鉄鋼、アルミニウムのほか、タイヤ、家具、ハンドバッグ、ペットフード、カーペット、自転車、スキー板、トイレットペーパーなど幅広い消費財が含まれている。米政府は先週、340億ドル相当の中国製品に対し25％の関税を発動し、中国も直ちに同規模の関税措置で対抗した。また、トランプ大統領は最終的に5000億ドル余りに相当する中国製品に関税を課す可能性があると警告していた。
中国、アラブ諸国に200億ドルの融資を確約
【央視新聞　7月10日】中国の習近平国家主席は10日、北京で開かれた「中国・アラブ国家協力フォーラム」閣僚級会合の式典で演説し、広域経済圏構想「一帯一路」で重要な役割を果たすアラブ諸国への関与を強めたために、アラブ諸国向けに総額200億ドルを融資すると表明した。また、中国とアラブ諸国の銀行で構成する連合体を立ち上げ、30億ドル規模の基金を創設すると説明した。
北朝鮮からの輸入が88.7％減
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【毎日経済新聞網　7月13日】中国税関総署が13日の記者会見で発表した今年上半期の貿易統計で、北朝鮮からの輸入総額が前年同期比88.7％減の6億9000万元となった。このうち6月分は92.6％も減少した。輸入額のマイナスは10カ月連続であった。対北朝鮮制裁の国連安保理決議に基づき、中国は昨年から石炭や鉄鉱石、海産物などの輸入を停止。黄頌平報道官は「安保理決議は国連加盟国共通の義務だ。中国税関は一貫して全面的かつ確実、真剣、厳格に履行している」と強調した。
中国が世界の革新力あるエコノミー上位20ヶ国入り
【観察者網　7月11日】世界知的所有権機関（WIPO）や米コーネル大学などの機関が10日に発表した2018年世界革新（イノベーション）指数報告によると、世界の革新力あるエコノミー番付で、中国が初めて上位20位入りして17位になった。同報告をみると、中国は前年の22位から5つ順位を上げて17位になり、安定した上昇ぶりをみせた。1位から3位にはスイス、オランダ、スウェーデンが並び、英国は1つ順位を上げて4位に、米国は前年の4位から6位に後退した。2018年世界革新指数は世界の126エコノミーの革新能力を数量化して評価したもの。評価の指標は、知財権の登録申請、モバイル応用の革新、教育支出、科学技術出版物など80項目に及ぶ。
上半期、中国の新規外資系企業が前年同期比96.9％増加
【経済日報　7月13日】中国商務部に公表されたデータによると、今年1～6月には全国で外資系企業の設立数が急速な伸びを維持し、実行ベース外資導入額も小幅に安定的に増加したという。具体的には、同期の外資系企業新規設立数は2万9591社で前年同期比96.6％増加し、実行ベース外資導入額は4462億9千万元で同1.1％増加した。また、6月の設立数は5565社で同92.3％増加、導入額は1007億元で同0.3％増加であった。
小米が香港で上場　
	

	


【北京日報　7月9日】小米集団は9日、香港証券取引所に株式を上場した。8日までに、小米の7千人を超える社員が株式またはオプションを支給されたという。2010年4月6日、北京中関村の銀谷ビルの狭い1室で、小米は営業を開始した。そして今、小米の新規株式上場（IPO）の公募価格は17香港ドル、上場時の時価総額は543億ドルに達し、世界の科学技術関連企業のIPOの上位3位以内に入った。数字をみると、17年の小米の営業収入は1146億元に達し、創業から7年で1千億元の大台を突破した。うちインターネットサービスによる収入が8.6％を占め、99億元という驚異的な規模に達し、今年第1四半期にはさらに9.4％に上昇した。
中国企業がドイツにリチウムバッテリー工場建設へ
【鳳凰網　7月10日】中国・ドイツ両国首脳が見守る中、寧徳時代の創業者兼董事長の曾毓群氏が9日午後、独テューリンゲン州経済大臣のヴォルフガング・ティーフェンゼー氏と共に、同州にリチウムバッテリー工場とスマート製造技術研究開発センターを建設する投資協定に署名した。工場の面積は約80ヘクタールで、2021年に稼働開始を予定。ドイツで約600人分の雇用を創出し、欧州最大の自動車バッテリー生産拠点になる。ドイツ貿易・投資振興機関の責任者のロバート・ ホルマン氏は、「ドイツは自動車産業大国として、電気自動車（EV）の普及に力を入れている。寧徳時代はドイツを選んだことで、ドイツと欧州のEVメーカーに近づけるようになるだけでなく、さらにドイツの高い素質を備えた従業員と一流のインフラを共有できる。」と話した。
上半期、中国の宅配便産業の業務量が220億件突破
【央広網　7月13日】国家郵政局が12日に発表したところによると、今年上半期には宅配便産業全体での業務量が220億8千万件に達した見込みで、2015年の通年の業務量を47億6千万件上回った。業務収入は2745億元に達して前年同期比25.8％増加したとみられ、増加率は同期のサービス業生産指数の増加率の3倍以上、かつサービス産業の中でトップクラスであった。また、中国宅配便発展指数をみると、6月は176.2pで同34.9％上昇し、このうち宅配便サービス品質指数は同70.3％上昇し、宅配便サービスの品質が大幅に改善されたことがわかる。宅配便サービス利用者満足度は78.1pで同0.9p上昇し、72時間納期遵守率（OTD）は77.6％で同4.6p上昇した。
中国家事代行サービス市場が続々拡大
【経済日報　7月15日】中国労働・社会保障科学研究院がこのたび『中国の家事代行サービス業の発展報告（2018）』を発表した。同報告によると、近年、中国の家事代行サービス業は概ね拡大基調を維持し、20%以上の年平均成長率で推移してきた。2016年の就業者数は2500万人と、全国の総就業者数の3.3%を占めた。家事代行サービスの裾野は広がり、水準も向上、分業化も進んでいる。家事代行サービス業の成長は、雇用促進やニーズの拡大、経済発展の新たな原動力の育成、脱貧困の推進といった点でも軽視できないほど重要な役割を担っている。
上海市浦東が南北科学技術革新回廊を形成へ
【科技日報　7月12日】上海市浦東新区の南と北にある臨港と張江は約60キロ離れている。7月11日、新たなプロジェクトが張江と臨港を結んだ。浦東は沿線各鎮の産業資源を統一し、「南北科学技術革新回廊」を形成し、張江と臨港の各鎮が連動する「2＋N」産業構造を形成する。浦東はすでに「南北科学技術革新回廊」の戦略計画の研究を開始している。産業計画や交通計画、環境保護計画などの面から、張江や臨港、周辺各鎮の発展の特色と分業を明確にする。さらに将来的に「南北科学技術革新回廊」は北の金橋、外高橋などの地域に延長し、浦東の整った中部南北回廊を形成し、浦東の未来の発展の新たな戦略的支柱としていく。
中国は国際貿易ルールに違反したのか
　　 中信銀行（国際）チーフエコノミスト・研究部門ゼネラルマネージャー
廖　群
7月6日、中米双方がお互いの500億ドル相当の輸出品に25％の追加関税を発動し、中米貿易戦争の初交戦となった。今回の初交戦においてアメリカは発動者・攻める側であるのに対して、中国は受け身・守る側である。またアメリカは中国以外のいくつかの国に対しても貿易戦争を発動しようとしている。特に中米貿易戦争において、アメリカの侵略的な姿勢と中国の防御的な姿勢が明白である。
　一方、中国も国際貿易ルールに違反したので、中米貿易戦争に対して責任を取らなければならないという意見がある。また、アメリカは中国のルール違反行為を中国による「経済侵略」であるとし、貿易戦争の正当性を主張している。他にも中国大陸、香港や他の国と地域では、中米双方とも貿易戦争に対して責任があり、中国が主要責任者だという見解もある。
　それでは、中国は本当に国際貿易ルールに違反したのか。この問題に対する答えは、国際貿易において、世界各国がどのような貿易ルールに従って行動すべきかによって決まる。
　国際貿易とは、2つの国の間における国境を超えた取引のことである。当然のことながら、国際貿易を行うためには、双方とも国際貿易ルールを守らなければならない。また、国際貿易ルールは、2カ国以上の国が自ら締結したもの、あるいは加盟国の同意を得た上で、1つの国際機関によって結ばれたものである。具体的に、前者は二国間あるいは多国間で締結された自由貿易協定（FTA）であり、後者は世界貿易機関（WTO）によって策定された協定である。一般的に、二国間で自由貿易協定が結ばれた場合、貿易開放度がWTO協定で定められたものよりも高いため、WTO協定に違反することはない。一方、二国間で自由貿易協定が結ばれていない場合、双方ともWTO加盟国であればWTO協定に従うべきである。つまり、国際貿易ルールに関しては二国間・多国間の自由貿易協定とWTO協定しか認められていない。当然のことながら、双方とも相手国の同意なしに、WTO協定を無視し、強引に相手国を自ら決定したルールに従わせるべきではない。それは国際的なサッカーの試合に参加するチームが、国際サッカー評議会によって制定された競技規則に従わなければならないことと同じである。規則に違反したり、勝手に新しいルールを適用したりすることは認められていない。また、双方が競技規則に違反したかどうかは、サッカー国際審判員の判断に従うべきであり、勝手に自ら判断すべきではない。上述の国際貿易ルールの策定と反則判定に関する原則を理解・同意した上で、中国がいったい国際貿易ルールに違反したのかどうかについても判断すべきである。
まず、中国と数多くの他国との間では自由貿易協定が締結されているが、中米間では締結されていない。そのため中米間で国際貿易を行う場合、WTO協定が従うべき唯一のルールである。よって中国の貿易会社はWTO協定を守る義務があるが、米「通商法」を守る義務はない。アメリカが米「通商法」を根拠に、中国企業を制裁することは、サッカー試合の時に審判員なしで、自ら相手チームが反則だと判定し、レッドカードを提示することと同じようなものである。
では、中国はWTO協定を守っているのだろうか。サッカー試合で参加チームが反則したかどうかを判定するのがサッカー審判員であるように、中国がWTO協定を守っているかどうかを判定するのが世界貿易機関である。世界貿易機関は「中国がWTO協定に違反した」という判定を出したことが今までない。逆に、世界貿易機関事務局長を8年間（2005-2013）務めたパスカル・ラミー氏は、中国の世界貿易機関に加盟して以来の成果を認めており、「A+」という高評価を与えた。このことから中国は世界貿易機関の加盟国としての義務をよく履行しており、WTO協定に従って国際貿易を行っていると言えよう。ところが、「A+」以上にはまだ「A++」と「A+++」がある。つまりこれから改善すべき点もあるということでもある。確かに、中国が他国によって世界貿易機関に提訴されたことがあるが、自ら他国を提訴したこともある。要するに国際貿易を行うと、提訴したり、提訴されたりするのが一般的なことだと思われる。肝心なのは、その後に世界貿易機関による判決を受け入れるかどうか、また判決内容を実行するかどうかだと考えられる。ほとんどの場合、中国が世界貿易機関の判決を受け入れて判決内容を実行したため、パスカル・ラミー氏から「A+」という平均以上の評価をもらった。したがって中国はWTO協定、そして国際貿易ルールをよく守っていると言えよう。それに対してアメリカはWTO協定を無視し、その原則とは異なる法律を作ろうとしている上、頻繁に世界貿易機関から脱退したいという意向を示している。これでは、アメリカの方が国際貿易ルールに違反しているのではないだろうか。
一方、アメリカは中国が国際貿易ルールに違反しており、それを中国による「経済侵略」だと主張している。ところがその主張の法的根拠になるのはWTO協定でなく、アメリカ国内の通商ルールである。例えば、今回アメリカが500億ドルの中国のハイテク製品に25％の制裁関税を課すための法的根拠は、1974年に制定された米「通商法」第301条である。上述したように中米間で国際貿易を行う際にはWTO協定が従うべき唯一ルールであり、中国もよくWTO協定を守っている。このことから考えるに、中国をアメリカ国内の法律に従わせようとしていること自体が非合理的なことではないだろうか。もし中国がアメリカ国内の法律に従うべきだとしたら、アメリカも同じ中国国内の法律を守るべきだとなるのではないか。中国も国内の通商法を用いて米輸出貿易会社を制裁してよいのではないのだろうか。これらのことが明らかに論理性に欠けていると考えられる。
論理性に欠けていてもなお、アメリカが「通商法」第301条を基に中国の市場経済原則に違反するような行為を制裁することに同意している人もいる。しかし、論理性の欠如こそが最も重要な問題であり、論理的な主張でない限りアメリカの対中制裁が決して正当だと言えないだろう。また、中国による市場経済原則違反という問題は確かに存在しているが、アメリカが主張するほど重大ではないはずだ。逆に、アメリカの方がが中国よりも甚だしく市場経済の基本的なルールに違反しているのではないか。上述のWTO協定の違反以外も、米ハイテク製品の対中輸出禁止や中国企業による米ハイテク企業への投資制限、米政府による米軍需企業とハイテク企業への巨額の補助金の提供、内外差別的な米政府調達政策、そして多くの他国製品に対しての追加関税なども、ひどく市場経済の基本的なルールに違反していると思われる。アメリカが中国を制裁しようとするならば、まず同じ基準でアメリカ自身を律するべきではないか。
（訳者：李　暁雨）　　　　　　　　　

【中国経済最新統計】
	
	①
実質GDP増加率

(%)
	②
工業付加価値増加率(%)
	③
消費財

小売総

額増加率(%)
	④
消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤
都市固定資産投資増加率(%)
	⑥
貿易収支

(億㌦)
	⑦
輸　出
増加率(%)
	⑧
輸　入

増加率(%)
	⑨
外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩
外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪
貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫
人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	▲0.7
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	13.9
	17.1
	5.4
	24.0
	1549
	20.3
	24.9
	1.1
	9.7
	13.6
	14.3

	2012年
	7.7
	10.0
	14.3
	2.7
	20.7
	2303
	7.9
	4.3
	▲10.1
	▲3.7
	13.8
	15.0

	2013年
	7.7
	9.7
	11.4
	2.6
	19.4
	2590
	7.8
	7.2
	▲8.6
	5.3
	13.6
	14.1

	2014年
	7.4
	8.3
	12.0
	2.0
	15.2
	3830
	6.1
	0.4
	4.4
	1.7
	12.2
	13.6

	2015年
	6.9
	5.9
	10.7
	1.4
	9.7
	5939
	-2.9
	-14.3
	11.8
	6.4
	13.3
	15.0

	2016年
	6.7
	6.0
	10.4
	2.0
	8.1
	5097
	-7.7
	-5.4
	5.0
	4.1
	11.3
	13.5

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	2017年
	6.9
	6.6
	10.2
	1.6
	7.2
	4225
	7.9
	15.9
	
	
	8.2
	12.7

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3

	12月
	6.8
	6.2
	9.4
	1.8
	-2.3
	547
	10.7
	5.0
	36.1
	-44.1
	8.2
	12.7

	2018年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	1.5
	13.8
	203
	9.7
	37.1
	17.6
	7.7
	9.2
	13.2

	2月
	
	
	
	2.9
	
	337
	42.9
	6.7
	97.4
	3.2
	9.2
	12.8

	3月
	6.8
	6.0
	10.1
	2.1
	7.1
	－50
	－3.6
	14.3
	117.7
	2.6
	8.8
	12.8

	4月
	
	7.0
	9.4
	1.8
	6.0
	288
	11.4
	20.9
	39.5
	1.9
	8.9
	12.7

	5月
	
	6.8
	8.5
	1.8
	3.9
	249
	11.4
	25.1
	106.5
	11.7
	8.8
	12.6


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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